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A. 研究目的 

本研究の目的は,全国の市町村がそれぞ

れの地域の課題を把握するためのツールと

して、国保データベース（KDB）や当該ツ

ールで扱うデータを有効活用するためのマ

ニュアルを作成することである。 

地域包括ケアを推進するための手段とし

て地域ケア会議が制度化された。地域ケア

会議の目的は、1)個別ケース、および 2)地

域課題 の検討である。検討すべきケースの

抽出そして地域の現状把握を行うためには、

住民の健康情報を網羅するデータ加工ある

いはこれを補助する ITツールが必要となる。 

KDBとは、国民健康保険中央会と都道府

県国民健康保険団体連合会が作成し全市町

村に配備したデータベースシステムであり、

国保と 後期高齢者の医療レセプト、介護レ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レセプトそして特定健診・保健指導データ

が個人単位で検索可能なシステムである。

KDBでは個人を識別した上で、健診データ

(血圧や HbA1c)、受療している病名や投薬 

内容、受けている介護サービスの内容の

閲覧が可能であり、「地域住民の電子カル

テ」として、地域ケア会議を支援すること

ができる。地域ケア会議において KDBや当

該ツールで扱うデータを活用することで、

市町村がエビデンスに基づいた地域包括ケ

アシステムを構築することが可能になる。

KDB は、既に全市町村に配備されており、

個別ケース検討と地域課題の検討という地

域ケア会議の 2 つの機能を十分に果たすた
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めの情報基盤は既に整っている。ただし、

この配備のための情報伝達等については都

道府県の意向等にもよるため、KDBで扱わ

れる医療・介護データの活用方策を本研究

において対象とすることとしている。 

本研究により、KDBや当該ツールで扱う

データの具体的な活用法がマニュアル化さ

れ、全市町村に提供されれば、地域包括支

援センターは地域ケア会議に必要なエビデ

ンスに基づいた資料(個別ケースと地域課

題に対するデータ)を迅速かつ的確に用意

できるようになる。それによって市町村内

の医療や介護の資源を無駄なく、かつ必要

とする被保険者に確実に提供するための基

盤情報を構築できることが期待される。 

また保険者である市町村が、医療や介護

レセプトの中身 KDB 等を用いて分析する

技術を蓄積することで、どのような医療・

介護サービスが不足しているのか、逆にど

のようなものが過剰に提供されているか、

等についても把握できるようになる。それ

は医療介護の効率化につながるのみならず、

「市町村が常にモニターしている」という

緊張感を事業者に与えることで不正不当請

求を抑止する効果も期待できる。また KDB

は国民健康保険中央会と国民健康保険団体

連合会が開発したものであるが、地域包括

支援センターや地域ケア会議というユーザ

ーの意見をマニュアルに反映させ、フィー

ドバックすることによりシステム全体の将

来的な改善につながる波及効果も期待でき

る。個別ケース検討では、必要なケースは

見逃さない、不必要なケースは取り上げな

いというように、 会議の効率についても考

える必要がある。また地域課題の評価では、

地域の要介護者数や要介護度,受給してい

るサービスの種類と量を迅速に把握する必

要がある。いずれも地域住民の健康情報に

ついてのデータベース等の IT活用が不可欠

である。 

しかし、KDBに含まれる情報は複雑かつ

多枝にわたっているため、まずはそれを有

効活用するための手法(マニュアル)を実地

で検証・ 評価しつつ作成する必要性がある。

市町村が保有する KDB を有効活用するこ

とができれば市町村主導による連携・調整

機能が発揮される。全市町村において実施

可能な KDB の有効利用法についてのマニ

ュアルを作成することにより、実際にどの

ような方法でデータを抽出すれば事例を的

確に抽出できるか、地域課題を把握できる

かなどについて検証が可能となる。 

 

B. 研究方法 

全国的に KDB の活用開始時期が調査計

画当初の見込みよりも遅れたこと、また、

全国の KDB の導入に関する条件が異なっ

ていることを考慮して、まず KDB導入に関

わる全国の実態の把握の必要が生じたため、

まずプレ調査として平成 26 年 9 月～12 月

に 3 か所の自治体に対して地域ケア会議に

おけるエビデンスデータ活用を用いた地域

課題の把握・整理及び KDBに関する活用状

況に関してインタビューを行った。 

プレ調査のインタビューは地方自治体に

おける保健・医療・福祉の課題抽出の作業

において客観的データがどのように活用さ

れているかという点を調べるため、複数の

自治体における介護保険、高齢者支援、地

域包括ケア等の担当部署の職員を対象に行

い、自治体の選定は、これまでの様々な活

動報告の実績等をもとに、データ活用の進
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んでいるところを候補に挙げ、本研究の趣

旨を説明し同意の得られた自治体を対象と

した。インタビューは１件につき１時間か

ら１時間半程度の時間で実施され、インタ

ビューの内容は予め同意を得たうえでＩＣ

レコーダーによって録音され、その後、さ

らに逐語録化し詳細な報告とした。 

このインタビューの結果を基にアンケー

ト用紙を作成し、平成 27年度 1月から全国

の市町村自治体 1,741（市 790、特別区 23、

町 745、村 183、合計 1,741 を対象として、

地域ケア会議等における KDB を含む客観

的データの活用状況および今後の活用可能

性等を把握するための実態調査（「地域ケア

会議における客観的データの活用に関する

調査」）を実施した。調査事項は「地域ケア

会議の開催状況）」、「個別ケース検討タイプ

の地域ケア会議におけるアセスメント情報

の標準化・共有、保健医療情報の把握、保

健医療データベースの認知・活用（国保デ

ータベース（KDB）含）」、「地域支援事業の

取組状況」、「地域課題検討タイプの地域ケ

ア会議における客観的情報・データの参照

状況（国保データベース（KDB）含）」とし

た。 

インタビュー及びアンケート調査につい

ては国立保健医療科学院倫理審査委員会に

おいて承認された。 

KDB マニュアル案については市町村の

協力により KDB を実際に操作することに

よって、地域ケア会議等に有用な情報を得

るための簡易マニュアル（案）を作成した。 

 

C. 研究結果 

インタビューの結果より主に以下の 2 点

が課題としてあげられた。 

第一に、データの活用において個人情報

保護の問題が KDB 活用の障害となってい

る可能性があることである。個人情報保護

の観点から、アクセスできない情報がある

ということに加えて、仮にアクセスできた

としても個別支援に活用することが難しい

状況の自治体が存在することである。 

第二に、既存のデータだけでは、在宅ケ

アや事業者によるサービスの実態把握を必

ずしも可能にしない点が指摘された。この

ような点については、戸別訪問などのアウ

トリーチの活動を通じて各自治体が把握に

努めているようである。また、自治体独自

に調査票を作成し、施策の立案に資する基

礎資料を集めているケースもあった。この

ようなケースでは今後、KDBの活用が期待

される。 

総じて各自治体内に縦割りの情報の壁は

存在するものの、連絡・協議のための仕組

みづくりが行われており、認定調査票など

既存のデータを活用し、実態把握の工夫も

なされていた。しかしかしながら KDBに関

しては、今回インタビューした自治体にお

いては、未だに実質的な活用には至ってい

なかった。原因は KDBの活用の有効性が自

治体に十分に周知されていないこと、また

個人情報保護に関連する問題への懸念があ

るものと考えられる。（詳細は分担研究報告

を参照） 

全国市町村のアンケート結果は全国の市

町村 621（回収率 35.7%）から返答を得た。 
実態調査の結果、以下が確認された。個

別ケース検討レベルの地域ケア会議では、

保健医療情報の共有は概ねなされているが、

共有されていない自治体も無視できない割

合に上る。また、共有内容に関して、主治

医との情報共有に課題があり、特定健診・
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特定保健指導の情報は活用されていない。

地域課題検討レベルの地域ケア会議は、開

催が 4割程度であり、地域課題の把握分析

に客観的データを参照しているのは、その

うち 3割未満と非常に限られていた。地域

支援事業における課題把握分析において、

エビデンスデータの活用が比較的進んでい

るのは、介護予防と認知症施策であり、デ

ータ活用が進んでいないのは、医療・介護

連携および生活支援であった。KDBの活用

について、地域ケア会議における活用は、

現時点で、ほとんどなされていなかった（10

自治体未満）。自治体の約半数は「関心はあ

るが活用イメージわかない」状況であった。

個人情報活用の制約については、制約がな

いという回答は 2割未満であり、多くが未

検討であり、有効に活用できる条件整備が

現状では整っていないことも明らかとなっ

た。 

このように 地域包括ケアシステム構築

にむけた、「地域ケア会議」を活用した自治

体の政策形成プロセスにおいて、 （とりわ

け「地域課題の検討レベル」で）エビデン

スデータの活用が普及していない状況が確

認された。特に、医療・介護連携の分野は、

今後の課題であり、エビデンスデータ活用

に関する具体的手法の提示等、自治体への

サポートが必要（KDB等のナショナルデー

タベースの活用を含め）であることが明ら

かにされた。（詳細は分担研究報告を参照） 

KDB マニュアルの作成においては KDB

から抽出される情報をピボットテーブルに

変換して用いることができるマニュアル案

を作成した。（詳細は分担研究報告を参照） 

 
Ｄ．考察 
 わが国では第二次世界大戦以前より年金

保険及び医療保険制度が運営されており、

戦後の高度経済成長の中で農業従事者や自

営業者などのインフォーマルセクターの問

題を解消すべく、1961 年に年金及び医療の

国民皆保険（Universal Health Coverage, UH

C）を達成した。 

その後わが国は高齢化社会（高齢化率7%

超）に到達する前、1963年に国民老人福祉

法を制定し、高齢化社会（高齢化率14%超）

に到達する前、1973に年老人医療費支給制

度、1983年に老人保健法の施行、1989年に

ゴールドプランを実施した。超高齢社会（高

齢化率21%超）に到達する前、1994年に新ゴ

ールドプランを実施し、2000年には介護保

険法を施行した。UHC導入後の医療提供体

制の歴史は，高齢化対策の歴史とまさに重

なるものである。 

UHCの重要なアウトカム指標の一つと考

えられている平均寿命は、アジア・太平洋

地域においては、香港（83.3歳）に続き最も

長い（83.2歳）。1950年代から1960年代初頭

の伝染性疾患による死亡率の急速な低下と

それに続く脳卒中の大幅な減少により、わ

が国の平均寿命は極めて短期間に延びた。

このことは1950年代に始まった結核対策と

1960年代に始まった血圧などの主要リスク

要因の管理といった公衆衛生の取り組みの

成果である。 

わが国は、諸外国に例をみないスピード

で高齢化が進行している。65歳以上の人口

は、現在3，000万人を超えており（国民の

約４人に１人）、2042年の約3，900万人で

ピークを迎え、その後も75歳以上の人口割

合は増加し続け、団塊の世代（約800万人）

が75歳以上となる2025年以降は、国民の医

療や介護の需要が、さらに増加することが

見込まれている。 
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厚生労働省は平成27年1月7日に全国で認

知症を患う人の数が2025年には700万人を

超えるとの推計値を発表した。65歳以上の

高齢者のうち、5人に1人が認知症に罹患す

る計算となる。また、人口が横ばいで75歳

以上人口が急増する大都市部、75歳以上人

口の増加は緩やかだが人口は減少する町村

部など、高齢化の状況は大きな地域差が生

じてくる。 

厚生労働省は、2025年を目途に、高齢者

の尊厳の保持と自立生活の支援の目的とし

て、可能な限り住み慣れた地域で、自分ら

しい暮らしを人生の最期まで続けることが

できるよう、地域の包括的な支援・サービ

ス提供体制（地域包括ケアシステム）の構

築を推進している。地域包括ケアシステム

は、保険者である市町村や都道府県が、地

域の自主性や主体性に基づき、地域の特性

に応じて作り上げていくことが必要となる。

 具体的には5つのサービス、つまり「予防」

「医療」「介護」の専門的なサービスと「住

まい」と「生活支援・福祉サービス」が、

相互に関係し連携しながら高齢者の在宅で

の生活を支える、持続可能な包括的システ

ムを構築することである。そのためには、

地域包括ケアシステムの司令塔に位置する

地域ケア会議において、エビデンスに基づ

いた議論が必要となる。 

KDBは国民健康保険中央会により「特定

健診・特定保健指導」、「医療（後期高齢

者医療含む）」、「介護保険」等に係る情

報を利活用し、統計情報等を保険者向けに

情報提供することで、保険者の効率的かつ

効果的な保健事業の実施をサポートするこ

とを目的として構築された。KDBを活用す

ることができれば、地域ケア会議において、

エビデンスに基づいた議論が実現できる。 

 

Ｅ．結論 

 インタビューの結果、地域ケア会議等に

おけるデータの活用において、一部の地方

自治体（市町村）では個人情報保護の問題

が立ちはだかっていることがわかった。 

地方自治体（市町村）へのアンケートの

結果、地域ケア会議におけるデータ活用、

とくにKDBの活用は進んでいないことが明

確となった。 

地方自治体（市町村）でKDBの活用が進

んでいない現状と理由が明らかとなり、デ

ータ活用の具体的手法等、地方自治体（市

町村）へのサポート性が必要で明確になっ

た。 

KDBから抽出される情報をキューブ化し、

エクセルのピボットテーブルに変換する手

法をマニュアル化することにより、KDBの

活用を促進することが期待できる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  特になし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


